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業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、会社理

念（目標、方針、行動規準）を定め、それを全役職員に周知徹底します。

また、当社は、内部通報制度を導入し、法令違反、不正行為等の防止、早期発見及び是正を図

ると共に、内部通報者の保護を行います。

(2) 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

取締役の重要な意思決定または重要な報告に関しては、社内規程に従い、適切な管理を行いま

す。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社のリスク管理を統括する担当取締役を置きます。担当取締役は、「リスク管理規程」に基

づいて全社のリスクを統括管理し、リスク管理状況を定期的に取締役会に報告します。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会で、各取締役の担当役割及び担当部門を決定し、業務執行責任を明確にします。

取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定し、

業務執行状況を監督します。

担当取締役は、担当する業務の執行状況を監督し、各部門の実施状況は、部門責任者が参加す

る会議にて評価します。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、「関係会社規程」に従い、子会社の取締役等の職務の執行に係る重要事項について承

認を行うと共に、業績状況等について定期的に報告を受けます。

(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事

項、当該使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会は、内部監査室の要員に対し、補助者として監査業務の補助を行うよう命令でき

ます。当該要員は、監査等委員会の補助者としての職務においては、監査等委員会の指示にのみ

従うものとします。また、当該要員の人事異動、人事考課及び懲戒処分には、監査等委員会の承

認を得なければならないものとします。

(7) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役等及び

使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するための体制その他

の監査等委員会への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等は、当社に著しい損害を及ぼすおそ

れがある事実を発見したときは、ただちに監査等委員会に当該事実を報告します。また、監査等

委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）または使用人等に対し報告を求めること

ができます。当社は、監査等委員会へ報告をしたことを理由とした不利益な処遇は一切行いませ

ん。
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(8) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務執行に関するものに限る）について生じる

費用の前払いまたは支払い等の請求をしたときは、速やかに処理します。

(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は、代表取締役、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、会計監査人及び

内部監査室長と随時面談を行い、意見交換を実施します。

(10) 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法及び関連法令の定めに従い、財務報告に係る内部統制システムの適切

な運営を図り、財務報告の信頼性と適正性を確保します。

(11) 反社会的勢力による被害を防止するための体制

当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、反社会的勢力からの不当要求・妨害行為に対

して毅然とした態度で組織的に対応するものとし、全役職員に対してその徹底を図ります。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況のうち、主なものは次のとおりであります。

(1) コンプライアンス体制

当社では、会社理念（目標、方針、行動規準）を定め、会社規程及びホームページに明記して

周知しております。また、内部通報制度を導入してコンプライアンス違反の早期発見及び未然防

止を図っております。

コンプライアンスを所管する部署は、業務の適正性や各種法改正の状況に応じて、会社規程を

適時適切に整備すると共に、従業員に対するコンプライアンス教育を継続的に実施しております。

反社会的勢力に対する対応につきましては、「反社会的勢力対応規程」を定め、全役職員に周

知徹底を図っております。

(2) リスク管理体制

当社では、経営上のリスクに組織的に対応するため、リスク管理を統括する担当取締役を置い

ております。リスク管理担当取締役は、全取締役に対して経営リスクとその対応状況についてア

ンケート調査を行い、その結果に基づき、経営計画策定時の取締役会にてリスクの顕在化状況と

リスク対策の有効性について意見交換し、経営計画に反映しております。

(3) 取締役の職務の執行

当社では、株主総会後の取締役会において、各取締役の担当役割及び担当部門を決定し、業務

執行責任を明確にしております。取締役は、担当業務を確認・監督し、取締役会において執行状

況を適宜報告しております。また、取締役業務執行確認書を監査等委員会に提出し、職務執行の

適法性を監査しております。

(4) 監査等委員会の監査

監査等委員会は、代表取締役、会計監査人、内部監査室長との面談を行い、意見交換をしてお

ります。常勤監査等委員は社内の主要な会議に出席しております。また、監査等委員会は、取締

役会の実効性評価及び監査等委員会の取締役会に対する実効性評価を実施し、その結果を取締役

会に報告しております。

(5) 財務報告の体制

当社では、社長を委員長とする内部統制委員会を中心に、財務報告に係る内部統制の有効性の

評価、改善を実施しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
　有価証券

子会社株式及び関連会社株式　　 移動平均法による原価法
満期保有目的の債券　　　　　　 原価法
その他有価証券
時価のあるもの　　　　　　　 事業年度末の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算出）

時価のないもの　　　　　　　 移動平均法による原価法
(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産　　　　　　　　　 定率法によっております。ただし、1998年4月1日以降
　（リース資産を除く）　　　　　  に取得した建物（建物附属設備を除く) 並びに2016年4

月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　3～15年
工具、器具及び備品　3～15年

② 無形固定資産　　　　　　　　　 自社使用のソフトウェアについては、利用可能期間
　（リース資産を除く）　　　　　　（3～5年）に基づく定額法によっております。市場販

売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（3
年）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能
な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれ
か大きい金額を償却費として計上しております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金　　　　　　　　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため､ 一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上することとしております。

② 賞与引当金　　　　　　　　　　 従業員の賞与金の支払に備えて､ 賞与支給見込額の当
期負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金（前払年金費用） 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。なお、当事業年度末では、年金資産の合
計額が退職給付債務から未認識数理計算上の差異を控
除した金額を超過しているため、当該超過額を前払年
金費用（投資その他の資産）に計上しております。
①  退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

②  数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理しています。

④ 役員賞与引当金　　　　　　　　 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見
込額に基づき計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについて
は工事進行基準を適用し、その他のプロジェクトについては工事完成基準を適用しており
ます。なお、工事進行基準を適用するプロジェクトの当事業年度末における進捗率の見積
りは、原価比例法によっております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

２．会計上の見積りに関する注記
（原価進捗率にもとづく工事進行基準売上高）
①当年度の計算書類に計上した金額　　売上高5,623,200千円
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　工事進行基準売上高は原価進捗率、すなわち費消製造原価の見積総製造原価に対する割
合に応じて収益を認識しております。見積総製造原価は継続して見直し、これによる影響
は見積りを見直した事業年度及びそれ以降の将来の事業年度において認識しております。

３．表示方法の変更
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号  2020年3月31日）を当
事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

４．追加情報
（役員退職慰労引当金）
　当社は、2020年6月25日開催の第50期定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に
伴う退職慰労金の打ち切り支給（支給の時期は各役員の退任時）を決議いたしました。これ
に伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打ち切り支給額の未払分を固定負債の「長
期未払金」として表示しております。

５．貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 173,468千円

６．損益計算書に関する注記
該当事項はありません。

７．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首
の 株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 5,120,000株 －株 －株 5,120,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首
の 株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 722株 14,120株 5,200株 9,642株

(注)１.自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付け14,100株、単元
未満株式の買取請求20株によるものであります。

２.自己株式の数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもので
あります。
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(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

　2020年6月25日開催の第50期定時株主総会決議による普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 373,707千円
・1株当たり配当額 73円　(うち普通配当53円、記念配当20円)
・基準日 2020年3月31日
・効力発生日 2020年6月26日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの
　2021年6月25日開催の第51期定時株主総会において普通株式の配当に関する事項を次の
とおり付議いたします。
・配当金の総額 291,290千円
・1株当たり配当額 57円
・基準日 2021年3月31日
・効力発生日 2021年6月28日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

８．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　賞与引当金 93,391千円
　賞与引当金に係る社会保険料 14,079千円
　未払事業税
　売上高加算調整額

14,884千円
1,798千円

　　長期未払金 38,096千円
　　株式報酬費用 3,767千円
　　減価償却超過額 12,129千円
　　資産除去債務 4,378千円
　その他 2,975千円

繰延税金資産合計 185,500千円

繰延税金負債
　資産除去債務に対応する除去費用 △1,379千円
　前払年金費用
　その他有価証券評価差額金

△135,147千円
△17,930千円

　その他 △13千円
繰延税金負債合計 △154,471千円
繰延税金資産の純額 31,028千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別
　　の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の
100分の5以下であるため注記を省略しております。
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９．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、短期的な運転資金を銀行借入に
より調達しております。
売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、投資有価証券は満期保有の債券及び業務上の関係を有する企業等の株式であり、上場株式
については定期的に時価の把握を行っております。
(2) 金融商品の時価等に関する事項

2021年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。

貸借対照表計上額
（千円）(*)

時価
（千円）(*)

差額
（千円）

① 現金及び預金 2,853,976 2,853,976 －

 ② 受取手形 13,907 13,907 －

 ③ 売掛金 3,226,121 3,226,121 －

 ④ 投資有価証券

 満期保有目的の債券 800,000 799,427 △573

 その他有価証券 91,205 91,205 －

⑤ 買掛金 (337,999) (337,999) －

⑥ 未払法人税等 (223,305) (223,305) －

⑦ 未払消費税等 (110,306) (110,306) －

(*)負債で計上されているものについては、（　）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 現金及び預金、② 受取手形、③ 売掛金
　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
④ 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示
された価格によっております。
⑤ 買掛金、⑥ 未払法人税等、⑦ 未払消費税等
　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

(注2）非上場株式（貸借対照表計上額500千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、「④投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。

(注3）関係会社株式（子会社株式、貸借対照表計上額11,400千円）は、市場価格がなく、時価を
把握することが極めて困難と認められるため、上表に含めておりません。

10．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 1,286円75銭
(2) 1株当たり当期純利益 142円39銭
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